国家ビジョン研究会主催　超党派シンポジウム　　　　　　　　　　２０１１．６．３０
『日本再生の道筋とその財源を探る
　　　　　　　　　～増税は復興を阻みデフレを加速する～』
論　点　骨　子
□清成　忠男　（元法政大学総長）
（１）日本再生の一環として東北の復興を。（２）復興には民間の力と資金を最大限に活用すべき。（３）復興には多様なイノベーションが不可欠。（４）産業の高機能化で雇用の拡大を。（５）産業横断的な新産業創出で高機能化を。（６）地域連携や新規参入の促進が重要。（７）新しい政策手法として産業やプロジェクトなどのクラスタリングが有効。（８）クラスタリングのインテグレイターの役割が重要。（９）経済活動に対応した規制緩和やインフラ整備が不可欠。
□岡本　義行　（法政大学大学院政策創造研究科教授）
東日本大震災の復興は津波で大きな被害を受けた漁業復興なしにはあり得ない。日本の漁業は構造的に問題を抱えており、被害で３０％以上の漁師が廃業の意向であるといわれる。漁業権や資源管理などの問題解決もあるが、産業としての漁業を復興することが重要である。ノルウェーは漁業をクラスター化することによって、非常に高い生産性が漁業を実現している。日本の漁業も関連産業で支え高付加価値化することが求められる。
□藤井　聡　（京都大学大学院工学研究科教授）
我が国は今、この度の東日本大震災の被害の何倍もの被害をもたらすと予期されている「首都直下型地震」「東海・南海・東南海地震」の危機に直面している。我が国は今、東日本大震災からの復活を目指すと共に、これら「真の国難」の危機をも乗り越え得る「強靱さ」を手に入れるための、国土と産業の諸構造の大規模な転換を図る「列島強靭化１０年計画」が必要とされているのであり、その大規模な展開が、復旧・防災・そしてデフレ脱却をもたらす。
□宍戸　駿太郎　（元経済企画庁審議官、元筑波大学副学長、元国際大学学長）
昨今の論調で大震災後の復興に政府の‘財源危機’と絡めて、被災者救済と復興を論じる傾向がある。消費税増税案もその一環である。しかし、国難といい、戦後最大の危機といい、一方で大震災の再発の危険も無視できない昨今、大胆な財政出動と機敏な政策金融こそ全国民の要望である。財源問題は大胆なマクロ経済政策と構造政策によって同時解決が十分可能である。このことを計量経済モデルの手法を通じて被災地の復興を梃子とする日本経済のデフレ脱出と財政再建の方策を実証的に論じよう。
□田村　秀男　（産経新聞編集委員）
1.デフレからの脱却と大復興に向けた、復興国債発行による増税なき財源確保と日銀資金の投入
2.日銀は復興国債の買い切りオペ、または直接引き受けにより、財政出動に呼応する
3. 復興政策を貫く太い筋は、日本の旧システムの解体と新システムの創造に置くべきで、財政資金と日銀資金を呼び水に民間投資を促し、新型投資のルネッサンスを興す
